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はじめに

　インターネットが一般社会に普及し始めたころ、新しい情報技術が人々

のコミュニケーションをより豊かに自由にして、それによって新しい人間

関係も広がることが期待されていた。今日、たしかに人々はオンラインで

誰かと繋がり、SNS、電子メール、ブログ、ビデオ会議などを通じてさま

ざまな人間関係をつくっている。そのなかには人格形成に影響するよう

な、かけがえのない関係もあるかもしれない。しかし、現代の情報技術が

可能にする人間関係には、誠実性と互酬性に基づく協働関係を発展させる

ことが難しいという負の側面もある。仮想世界の匿名性と流動性によって

つくられる偶然の関係はインターネット・メディアのおもしろいところだ

が、同時に欠点でもある。信頼性と互酬性に基づいた、持続的な人間関係

がなければ、公共性を支えるようなコミュニケーションは生じない（1）。
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　合衆国憲法では、このような意味で人間関係を形成する権利は集会とア

ソシエーションの権利に具体化されている。一般的に、「集会」は人々の

アドホックな集まりであるのに対して、「アソシエーション」は持続的な

人間関係を指している。これらは価値観を共有する人々による自発的な協

働関係を基礎にしている。

　憲法上の集会は修正第一条に規定されているが、アソシエーションは憲

法典のどこにも明文はない（2）。ただ、1920年代以降、言論に関わるさまざ

まな事件で連邦最高裁は集会とアソシエーションを互換的に使いながら、

アソシエーションを集会条項に基礎付けようとした。その後1950年代以

降、連邦最高裁はアソシエーションの権利を補強するために言論条項に関

連付けるようになった（3）。

　そもそも、合衆国憲法修正第一条には、宗教条項を除くと、言論、出

版、集会、請願の権利が規定されているが、近年の判例ではこれら権利の

相互関係が曖昧化している。その一因は、連邦最高裁判所が「アソシエー

ションの権利」を新たに創設したことだといわれている。つまり、新しい

アソシエーションの権利が言論の自由と結合し、重複する権利として扱わ

れていることが修正第一条の審査を混乱させているという批判である。

　たしかに判例では、言論条項がその他の権利を補完しながら、従属させ

ているかのような傾向もみられるが、それは言い換えると、連邦最高裁が

アソシエーションの権利の概念化に失敗したことが原因だと思われる。連

邦最高裁は憲法上のアソシエーションを二つの要素で特徴付けようとした

が、それは成功しているとは言い難い。「親密なアソシエーション」と

「表現的アソシエーション」は、市民的自由を拡張するような新しい要素

を付け足すことができなかったからである（4）。

　しかし、集会ないしアソシエーションに期待されてきた憲法上の役割や

歴史的な意義がなくなったわけではない。社会の多様性の維持、個人の人

格形成、少数者の異論の防御、抵抗と社会改革の場の確保など、「個人と

国家権力との間の緩衝材となる人間関係」を保護することは、健全な多元
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的社会を維持する上で、いまでも必要不可欠の条件であろう（5）。このこと

は、情報技術が多様化・高度化した現代でも変わらない。

　そこで、本稿では、近年の Christian Legal Society v. Martinez 判決

（2010）を素材として、「アソシエーション」の保護領域が修正第一条の法

理から縮小されたことの意味を考えたい（6）。この事件では、宗教的信条に

基づく学生団体（Christian Legal Society）の内部事項（構成と運営）に対し

て、公立大学がどこまで干渉できるのかが争われた。公立大学は差別禁止

指針を設定し、学生団体にすべての学生を等しく受け入れさせる制度を定

めていた。その方法について、修正第一条の権利の侵害が問題になった事

例である。結果的には、連邦最高裁は大学の差別禁止指針を支持したが、

一番の問題点は、連邦最高裁が学生団体の「アソシエーションの権利」を

独立した権利として審理しなかったことである。たしかに近年、憲法上の

アソシエーションの権利は縮小される傾向にあったが、判決はアソシエー

ションの権利を無視したといえるものだった。これは、さまざまな市民運

動が権利を争ってきた歴史を無視することに等しい。アソシエーションの

自律性が保障されなければ、多元的な社会は成立しない（7）。アソシエーシ

ョンの価値がなぜ過小評価されたのか、どのような方法で縮小されたのか

を検証しなければならない。

　具体的には、まず修正第一条における「アソシエーション」の概念化の

プロセスを概観する（Ⅰ）。次に、Martinez 判決を振り返り、争点を確認

する（Ⅱ）。最後に、判決の背後で「アソシエーションの権利」を後退さ

せた言論の自由の論理を検証する（Ⅲ）。そうすることによって、現代の

情報社会において憲法上の「アソシエーションの自由」を再構成するため

の課題を考えたい。
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Ⅰ．修正第一条とアソシエーション

1 ．アソシエーションと集会

　連邦最高裁がアソシエーションの権利に初めて言及したのは、第一次世

界大戦後の Whitney v. California（1927）だろう（8）。この事件では、多数

意見も個別意見（ブランダイス裁判官）も共産主義政党の集会とアソシエ

ーションの権利を論じた。注目すべきは、当時の裁判官たちがアソシエー

ションを集会条項に結びつけていた点である（9）。一般的には、Whitney 判

決は言論条項の著名判例として引用されている。ホームズ裁判官とブラン

ダイス裁判官が「明白かつ現在の危険」の基準を提唱し、言論の自由論を

発展させた古典的判例の一つである（10）。

　しかし、実際には Whitney 事件は言論というよりも、集会・アソシエ

ーションに関する事例だった。カリフォルニア州の左翼活動家（Anita 

Whitney）が刑事サンディカリズム法（criminal syndicalism）違反により起

訴されたとき、その要点はホイットニーが刑事サンディカリズム法に違反

したかどうかではなく、彼女がサンディカリズム活動を目的とした共産主

義政党に所属していたことだった。ホイットニー自身は暴力行為を唱導し

ていたわけではないので、言論は訴追原因ではない。むしろ彼女は平和

的・民主的活動家として記録されていた（11）。多数意見とブランダイス裁

判官の個別意見もこのことを認めた上で、言論の自由に言及しつつ、それ

だけに限定せずに、問題の権利を「自由な言論の権利、集会、アソシエー

ション」だと説示した（12）。ブランダイス裁判官も、言論と集会の権利を

論じた（13）。

　Whitney 判決の留意点は次の二点である。第一に、1927年当時、連邦最

高裁の裁判官たちは言論・集会・アソシエーションの権利を独立した、同

等の権利だと捉えていたこと。第二に、集会とアソシエーションは明確に

区別されていなかったこと。つまり、多数意見は両者を区別せずに同等の
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権利として捉えて、ブランダイス裁判官は集会を論じた。彼の意見では、

集会の権利条項は政治団体の加入資格を保護するものだった。

　Whitney 判決以降も、連邦最高裁は明確に区別しないまま、集会とア

ソシエーションの権利を認めた。De Jonge v. Oregon（1937）では、会合

が共産主義政党によって行われたという理由だけで、合法的な会合に参加

したことを有罪とすることは、平和的な集会の権利を侵害していると判示

した（14）。このとき、連邦最高裁は集会の権利を「自由な言論・出版と同

じ起源をもち…同じように基本的な権利」だと説明している（15）。

　また、Tomas v. Collins（1945）では、州法の許可を得るように命じた

裁判所命令に違反して、労働者の集会で演説した組合責任者の有罪判決を

破棄した。連邦最高裁は、州の制度を公務員の言論と集会の権利に対する

違憲の事前抑制だと判示した（16）。言論、出版、集会、そして請願の権利

を「修正第一条によって保障された必要不可欠の民主政治の自由

（democratic freedom）」を構成する同種の権利だと説示した（17）。

　他方で、American Communications Ass’n v. Douds（1950）では、公務

員が共産主義政党に加入・支援しないことを定めた連邦法を支持した（18）。

連邦最高裁は、連邦法が言論と集会の権利を制限することを論じ、やはり

修正第一条の権利を区別することなく、「アソシエーションの自由」に言

及した（19）。この事件は、言論というよりも共産主義政党への加入が問題

になった事例である。連邦最高裁は、「アソシエーション」を「集会」と

互換的に使いながら、持続的な組織への加入と参加を保護する概念として

理解していたことがうかがわれる。

　Whitney 判決以降およそ30年間で、連邦最高裁は「集会＝アソシエー

ション」の権利を一連の事例に適用して、「自由な言論と出版の権利と同

じ根拠をもつ」が、「独立した基本的権利」だと解釈し、「アソシエーショ

ン」を修正第一条の集会条項に基礎付けようとしたのである（20）。
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2 ．アソシエーションと言論

　アソシエーションの権利について、次の重要なステップは NAACP v. 

Alabama ex rel. Patterson（1958）だった（21）。この事例では、連邦最高裁

は、NAACP に構成員名簿の開示を求めるアラバマ州法に対して、「構成

員に共通する信条を支援するための合法的なアソシエーション」の権利を

侵害するとして、この権利を言論・出版と集会に結びつけて論じた（22）。

　連邦最高裁は、De Jonge 判決と Thomas 判決など集会の自由に関わる

先例を引用し、やはりアソシエーションと集会という言葉を互換的に使用

していたと思われる。ただ、集会よりもアソシエーションを強調したこと

は明らかだった（23）。それまでと変わった箇所は、この判決はアソシエー

ションと集会の権利を「同じ起源をもつ独立した権利」というよりも、自

由な言論を可能にする手段として論じたことである。1958年の NAACP v. 

Alabama ex rel. Patterson において、最高裁は「言論とアソシエーション

の自由の関係」を確立したといえる。つまり、アソシエーションの権利は

言論など修正第一条の権利を促進するためにあるという考え方である。

「信条や思想を展開するためにアソシエーションをつくる自由は…言論の自
由に不可欠な側面だ」。「公私の意見の効果的な提唱は、特に論争的な意見
については、集団としてのアソシエーションによって高められることはた
しかだ。言論と集会の自由との密接な関係に着目することによって、連邦
最高裁がこれまでも判示してきたことである」。（357 U.S., at 460.）

　このような意見に基づいて、団体の加入資格は独立した政治的自由では

なく、言論の自由の一部として保護された。後の事例で、連邦最高裁はこ

の新しいアプローチに従って、集会条項ではなく、「自由な言論」を補助

する手段としてアソシエーションを強調した。Shelton v. Tucker（1960）

では、最高裁は公立学校の教師に加入している団体を開示することを要求

する州法を無効とした。この州法は、教師の「アソシエーションの権利」

と「言論の自由と結びついた権利」に負担を課すと認定している（24）。
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　さらに NAACP v. Bulton では、連邦最高裁はヴァージニア州法を無効

とした。州法は NAACP のような団体が訴訟当事者でない場合に、公民

権訴訟の原告を代理するために弁護士を雇うことを禁止していた（25）。争

点となった権利は「憲法上保護された他の権利の侵害に対する法的救済を

求めている人を支援するために団体をつくる（associate）」権利である（26）。

このとき連邦最高裁は NAACP が支援する訴訟を「政治的表現の一形態」

だと評した（27）。「アソシエーション」の権利を「集会」から独立した別の

権利として位置付けなおしたといえる（28）。

　請願活動が問題となった NAACP v. Button（1963）でも、連邦最高裁

は言論の自由の枠組みを適用しようとした。修正第一条の構造において、

言論、出版、集会、請願のそれぞれ独立した政治的自由としての意義が曖

昧になっていたことがうかがわれる（29）。1970年代以降の事例では、州立大

学における学生団体の登録に関する Healy v. James（1972）（30）、政党の連

携に関する Kusper v. Pontikes（1973）が同じパターンを踏襲してい

る（31）。

「修正条項にアソシエーションの自由は定められていないが、この権利は言
論、集会、請願の権利に含意されている」。（408 U.S. 169, 181）

「共通の政治的信条と思想を実現するために他者と団体をつくる自由は修正
第一条と修正第十四条によって保護された団体の活動の一つであることは
もはや間違いない」。（414 U.S. 51, 56─57）

こうして、初期の事例で「言論」と区別して「集会」に基礎付けられてい

た権利は後退し、NAACP 判決以降、「アソシエーション」は「言論」と

の関係を強めたのである。

3 ．アソシエーションの二分論

　現代の法理を考える上で最も重要な転機は、Roberts v. United States 

Jaycees（1984）である。このとき、連邦最高裁はアソシエーションを二
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つの要素に分類した。プライバシーと共通の起源をもつ「親密なアソシエ

ーション」（intimate association）と修正第一条に基礎付けられた「表現的

なアソシエーション」（expressive association）である。前者は個人の自由

の本質的部分に関わる人間関係を、後者は言論・出版・宗教など修正第一

条の権利を行使することを目的とした団体を指している。

　この事例では、青年会議所の全国組織として設立された非営利団体

（U.S. Jaycees）の正規会員資格が男性に限定されていたことについて、州

の差別禁止法によって女性を正規会員として認めるように団体を義務付け

ることができるのか、団体には会員を選別する権利があるのかが争われ

た。連邦最高裁の多数意見（ブレナン裁判官）は、憲法上保護される「ア

ソシエーションの自由」を次のように整理した（32）。

「一つは、一定の親密な人間関係に参入し、それを維持するという選択が憲
法構造の中心にある人間関係であり、個人の自由を保護するという役割を
もつことから、州政府による不当な侵入から保護されなければならないも
のである。この点で、アソシエーションの自由は個人の自由の基本的要素
として保護される。もう一つは、言論、集会、請願、宗教の権利といった
修正第一条で保護された活動を行うために人間関係を形成する権利（right 
to associate）として連邦最高裁が認めたものである。合衆国憲法はアソシ
エーションの自由を個人の自由を維持するために不可欠な手段として保障
している」。（468 U.S. 609, 618.）（下線部は筆者）

まず、前者の「親密な人間関係」とは「婚姻・出産・育児・教育など家族

の創造と維持に無随する人間関係」を典型とするプライバシー（修正第十

四条デュー・プロセス条項）の領域である。本件 Jaycees は規模と性質にお

いて、このような人間関係に該当しない（33）。

　問題は、後者の「表現活動を目的とした人間関係」の審査である。連邦

最高裁によれば、団体の内部事項への干渉はアソシエーションの権利に対

する明白で直接的な規制になりうるが、それが憲法上許容されるかどうか

については、次の三要件で判断すべきである。
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a．重要なやむにやまれぬ州の利益のための規制か（規制の目的）。

b．規制は思想・表現の抑圧には無関係か（規制の効果）。

c．他の制限的ではない手段があるか（規制の方法・態様）。

本件の場合、性差別の撤廃という法の目的は表現の抑圧とは無関係である

こと（a・b）、表現に対する深刻な負担であると立証されなかったこと

（c）から、結果的には州法の合憲性が支持されたのである（34）。

　しかし、結果同意意見を書いたオコナー裁判官が、多数意見ではアソシ

エーションの保護が不十分だと批判していた点は留意される。オコナー裁

判官は、メッセージの内容ではなく、アソシエーションの目的が表現的か

どうかの判断が重要だとして、「商業目的のアソシエーション」と「思想

的・政治的なアソシエーション」を区別すべきだと主張した。ただ、オコ

ナー裁判官は後者の範囲をかなり広く捉えていることが特徴である。

「社会的な目的を促進する法律業務は言論になりうるが、通常の商業的な法
律業務はそうではない。政治目的による団体のボイコットや取引拒否は言
論になりうるが、カルテルを維持するためのボイコットはそうではない。
活動が善良な道徳、尊敬の念、愛国心、自己啓発を目的とする場合には、
野外でのサバイバル技術の訓練や地域社会の奉仕活動への参加が表現にな
ることもある」（35）。（468 U.S. 609, 636.）

オコナー裁判官はこの「保護される表現に従事しているアソシエーショ

ン」に「完全な自由」を与えるべきだと主張したのである（36）。

4 ．表現的アソシエーションと差別

　Roberts 判決後、連邦最高裁は二つの事例を審査した。まず Board of 

Directors of Rotary International v. Rotary Club of Duarte（1987）におい

て、ロータリークラブに女性会員の承認を求める州法を支持した（37）。次

の New York State Club Ass’n v. City of New York（1988）では、大規模
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社交クラブに女性会員を認めさせる市条例を支持した（38）。これら二つの

事例では、連邦最高裁は Roberts 判決の判断枠組みを採用している。「性

差別の禁止」には州の強力な利益があること、アソシエーションが表現活

動に関与していないことを理由に、女性の加入承認を義務付けても表現規

制にならないと結論付けた（39）。

　これら判決はアソシエーションの法理の重大な変質を示唆している。初

期の判例では、連邦最高裁はアソシエーションの権利を補強するために、

「アソシエーション」と「言論」を結びつけていた。しかし、Roberts 判

決以後は、非表現的アソシエーションの権利を制限するために、「アソシ

エーション」と「言論」との関係を強調したのである。連邦最高裁は、ア

ソシエーションと集会を自由な言論・出版と同じ起源をもつが、「独立し

た権利」だという初期の考え方を実質的には放棄したものと思われる。

　さらに、論争的だったのが、Boy Scouts of America v. Dale（2000）で

ある（40）。この事例では、BS（全米ボーイスカウト）が、James Dale（原告）

を同性愛者でゲイの権利擁護の活動家であることを理由に解雇したことが

問題になった。州最高裁判所は、解雇は差別禁止法に違反すると判示した

が、連邦最高裁は、まずアソシエーションの意義を次のように説明した。

「アソシエーションの権利は、多数者が自分たちの意見を、ほかの意見をも
つ人、特に社会的に支持されない意見をもつ少数者に押しつけることを防
止するために重要だ。アソシエーションの自由に負担を課す政府の行為の
なかには、団体の内部構造もしくは活動内容への介入など、団体に対して
望ましくない者を加入させることも含まれる。特定の構成員を容認するよ
うに押しつけることは、団体の表現活動に対する侵害になりうる｡ 従って、
アソシエーションの自由には『団体をつくらない自由』も含まれる」。（468 
U.S 609, at 622.）

そして、Roberts 判決と同じように、表現的アソシエーションの権利を保

護するためには、「公私を問わず、団体は一定の表現形態に従事していな
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ければならない」と説示した。つまり、権利が侵害されるのは、内部事項

への干渉が「団体が公的・私的な意見を提唱する権利」に重大な影響を及

ぼすような場合である（41）。

　しかし、Roberts 判決と違って、Dale 判決の多数意見は、BS に原告を

構成員として承認するように強制すれば、同性愛に反対するメッセージを

発信している BS の権利を損なうと判断した。BS は同性愛に反対してお

り、Dale の存在はそのメッセージを毀損するという BS の主張をそのま

ま尊重したのである（42）。

　判例の展開をみると、Whitney 判決から Dale 判決まで、アソシエーシ

ョンの権利は「集会」から離れて「言論」と結びつきを強めてきた。それ

によって、憲法上の保護を弱めてしまったといえる。連邦最高裁は「アソ

シエーション」を「表現的アソシエーション」に縮小させたのである。

5 ．アソシエーションの価値

　Roberts 判決以降、連邦最高裁はアソシエーションを親密性と表現性の

基準で二分するようになった。結果として、政府が団体の内部事項に介入

し、団体の言論・思想の伝達に影響を及ぼす場合だけが修正第一条の問題

になった。アソシエーションの自由は言論への貢献によって評価されるの

である。従って、憲法問題は、団体への干渉が「オリジナルの構成員が意

見を発信すること」を損なうかどうかである（43）。重要なのはメッセージ

であって、アソシエーション自体はメッセージを伝達するための方法であ

り、媒体にすぎない（44）。

　ただ、問題は、親密でも表現的でもないアソシエーションが憲法上保護

されなくなることである（45）。個人的で親密な人間関係ではなく、自己表

現や自己統治の言論にも直接には関係ないアソシエーションは評価されな

い。しかし、現実の社会では、多元的な人間関係が社会生活に果たす役割

は大きい。次の点を注意しておきたい（46）。

　第一に、アソシエーションは人間関係のなかで個人の人格を形成する場
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所である。個人的で親密な人間関係だけでなく、より広い社会的な人間関

係も人格形成に有意義である。人格形成にとって、メッセージを発信して

いるかどうかは関係はない。人格形成には内部的なコミュニケーションも

重要だからである。構成員がルールを共有し、それに基づいて意見の一致

や不一致を見出すこと、他の構成員との議論を通して意見を修正したり、

自分の意見を強く確信したりすること、構成員が組織の権威に従うこと、

あるいは内部から組織の方針を変えること、このような団体内部の行為に

も意義がある。

　第二に、アソシエーションは「市民」をつくる上で必要不可欠だと考え

られる（47）。団体の内部構成は不変ではなく、内部の交渉によって変化・

発展していくものである。その意味で、アソシエーションは人々の協力関

係のなかで賛成や反対の意見を表出する場所である。団体として、意見を

外部に発信するだけでなく、内部の運営に参加することによって、発言の

仕方を学ぶ。このようなプロセスにも意義がある。

　第三に、中間団体としてアソシエーションは、構成員、社会制度、政府

に対して「創造的な緊張関係」にある。このとき、重要なのはメッセージ

を発信していることではなく、アソシエーションが社会的多数者とは異な

る価値や意味の源泉になっていることである。健全な社会は共通の価値だ

けでなく、それとは違う価値も基礎としている。アソシエーションは国家

が社会を包摂し、価値を統一することに対して異論を提起する。そのよう

な意味で、抵抗と社会変革の場所として意義があるといえる（48）。

　このように、アソシエーションの表現的な要素だけを強調することは間

違いだろう。自律的な団体のさまざまな社会的機能を見落とすことにな

る。表現（＝言論）を基底とするアプローチでは、個人は社会的なコンテ

クストから切り離され、アソシエーションは政治秩序への価値だけで評価

される。一連の判例法理は、アソシエーションの個人主義化と政治化を特

徴としている（49）。こうした傾向の到達点が CLS v. Martinez（2010）だっ

たといえる。
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Ⅱ．Martinez 判決

1 ．事実と争点

　カリフォルニア大学ヘイスティング法科大学院（the University of 

California Hastings College of the Law） で は、 学 生 団 体 の 登 録 制 度

（Registered Student Organization ＝ RSO）を実施していた。学生団体は登

録団体（RSO）として大学に承認されると特典を与えられた。具体的に

は、大学名やロゴの使用、学生活動費（学生基金）からの補助金、キャン

パス内の掲示板・刊行物を使った告知、電子メールなど情報通信手段や大

学施設の優先的使用権といった、さまざまな便益が認められていた（50）。

　大学は RSO 制度に登録する条件として、非営利団体であること、大学

が定めた差別禁止指針（Nondiscrimination Policy）を遵守すること（宗教や

性的指向などによる差別の禁止）を指示していた。この差別禁止指針は次の

ように定めている。

「本学は、法的に許されない、恣意的で不合理な差別的な行為に反対する指
針にコミットしている。管理者、教職員、学生自治組織、学生のレジデン
ス施設、大学が支出する制度を含めて、すべての団体は差別禁止指針に規
律される。大学の差別禁止指針は適用される法律を遵守する」。「大学は、
人種、肌の色、宗教、出生、家柄、障害、年齢、性もしくは性的指向に基
づいて違法に差別してはならない。この差別禁止指針は、大学が支出して
いる制度と活動への加入、アクセス、処遇を対象とする」。（670）

　差別禁止指針について、大学院は、「団体への加入と運営の資格をすべ

ての学生に開くことを求める」趣旨だと解釈し、「全員加入指針」（accept─

all─comers policy）を実施していた。具体的には、団体への加入資格、内部

における役職選挙の投票や立候補を会員全員に認めることを登録学生団体

に義務付けていた（51）。



86

　原告であるキリスト教法律協会（Christian Legal Society、以下 CLS と表

記）は、全米の法科大学院に支部をもつ組織である。この団体は「公正、

宗教の自由、聖書の問題解決」を目指し、「キリスト教徒の法律家に連帯

の機会と道徳的・精神的な指針を与える」こと、「法律家が貧しい者に法

的サービスを提供できるように支援する」ことを目的としている。

　2004年 9 月に CLS が RSO への登録を申請したところ、大学は CLS の

内部規則が指針に違反しているとして却下した。CLS の内部規則による

と、信条や行為に関係なく、集会にはすべての学生が参加できるが、団体

のリーダーや投票権者は「信仰の誓約」（Statement of Faith）に署名しな

ければならなかった。この「誓約」は以下のような文面だった（52）。

「聖書の明白な教えからみて、性的に不道徳な生活様式をあえて実践・提唱
する行為は誓約に反する。従って、CLS はこのような違反行為を理由とし
て、会員資格を剥奪することができる。…違反行為には、神が意図した一
組の男女の婚姻から逸脱した性行為などの振る舞いすべてが含まれる。不
義・姦通・同性愛の性行為がこれに当たる」。

大学はこの「誓約」を問題視した。大学によると、すべての登録学生団体

は団体への加入とリーダーの資格について、全員加入指針を遵守しなけれ

ばならない（53）。「大学に登録するためには、希望するすべての学生に入会

と全面的な参加を許さなければならない」。しかし、大学は CLS が団体の

運営から同性愛者を排除していると考えて、内部規則が差別禁止指針に違

反していると判断したのである（54）。

　それまでも、大学は「多様な意見を表現する持続的な機会を保障するた

め」、法科大学院の制度を見直し、「宗教やセクシュアリティに関する意見

を包摂するため」に、多くの学生団体を承認してきた。大学が承認した学

生団体には、政治や宗教のほか、社会的な目的をもつ団体、人種や民族の

アイデンティティを基盤とする団体、セクシュアリティに基づく団体など

があった。その大半は情報やメッセージを発信していた（55）。なかには加
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入資格やリーダー資格を団体の見解に賛同する学生に限定することによっ

て、メッセージを統一している団体もあった（56）。

　指針に反する団体を承認していたにもかかわらず、大学（大学院）は

CLS のヘイスティング支部を承認しなかった。CLS は内部規則を改正せ

ずに、指針の適用免除を求めたが、大学が拒否したことから出訴するに至

った。CLS によれば、大学の指針は「自由な言論、表現的アソシエーシ

ョン、宗教の自由など修正第一条および修正第十四条の権利」を侵害して

いる。しかし、地区裁判所と巡回裁判所は指針を「言論について合理的で

観点に中立的な規制」だと判断し、大学の主張を支持した。CLS は連邦

最高裁に上訴し、移送令状（certiorari）が認められた（57）。

　当初、CLS は大学の「差別禁止指針」の解釈が争点だと考えていたが、

訴訟では大学院の「全員加入指針」の適用が争われた（58）。連邦最高裁は

差別禁止指針の合憲性を特に判断せずに、「全員加入指針に合致させるよ

うに、学生団体のフォーラムへのアクセスに関して条件を付けることが憲

法条項を侵害するかどうか」を検討した。連邦最高裁は下級審を支持し、

「全員加入指針は合理的であり」、「学生団体フォーラムへのアクセスにつ

いて観点に中立的」だと結論付けた（ 5 対 4 ）（59）。判決にはスティーヴン

ス裁判官とケネディ裁判官の個別意見のほか、アリート裁判官の反対意見

が付された。

2 ．多数意見（ギンズバーグ裁判官）

　多数意見によると、争点は「RSO の登録要件として全員加入指針の遵

守を課すことが憲法に違反するかどうか」である。この問題について、

CLS は、大学の差別禁止指針が言論と表現的アソシエーションの自由（修

正第一条）を制限していると主張したが、多数意見は二つの主張を「言論

の自由」に統合して審理した。ともに表現行為であるので、主体を区別す

る必要はないと考えたのである（60）。
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「CLS は二つの判例の系統を個別に審理するように求めている。しかし、
表現的アソシエーションと自由な言論の主張は結合している。…言論とア
ソシエーションの主張を別々に扱う意味はない。…代わりに、パブリッ
ク・フォーラムの先例が CLS の言論とアソシエーションの権利を評価する
ために適切な判断枠組みを教えてくれるものと私たちは考えている」。

（680）

多数意見はパブリック・フォーラム論を採用する際に、三つの理由を説明

した。第一に、言論とアソシエーションに違いはあっても、両者は密接に

結びついていること。第二に、表現的アソシエーションに対する制限に適

用してきた厳格審査は、限定的フォーラムの性質に反すること。第三に、

大学の公認による利益を求めなければ、CLS は会員を自由に選別できる

ので、アソシエーションの権利が制限されているわけではないこと。大学

は CLS にすべての学生を受け入れるように強制しているわけではなく、

大学の公認と利益の付与を否定しているだけだというのである（61）。

「限定的パブリック・フォーラムの先例によって、CLS の言論と表現的ア
ソシエーションの権利を適切に尊重し、これら権利と財産所有者であり教
育機関である大学の利益を公平に比較衡量できると確信している」。（682）

多数意見は、表現的アソシエーションに適用される厳格な審査ではなく、

場所規制の法理である「限定的パブリック・フォーラム」論に基づいて審

査を行った（62）。特に「公立大学とその公認と利益を求める学生団体との

紛争」の三つの先例を引用し、以下のように説示した。

a．�大学は「公認を求める学生団体に大学の合理的なルールに従うように

事前に求める」ことができる。しかし、公立の教育機関が「団体が表

現する見解を望ましくないと認定したという理由だけで、言論やアソ
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シエーションを制限する」場合には、憲法上の限界を逸脱する（63）。

b．�大学の職務は教育である。学生団体のキャンパス施設の利用につい

て、大学にはその職務と矛盾しない範囲で合理的な制約を課す権限が

認められている（64）。

c．�一般的に、学生団体の宗教的な信条を理由として、大学は学生団体の

利益を否定できない。宗教的な観点から学生を選別し、不利益を与え

ることは観点に基づく差別になる。「フォーラムの範囲内にあるはずの

言論」に対して「観点に基づく差別」は許されない（65）。

これら先例によれば、大学は「限定的パブリック・フォーラム」を開設

し、合理的に制限することは許される。ただし、学生団体を観点に基づい

て差別すると違憲になる。

「限定的パブリック・フォーラムが一度開かれると、州政府（State）は設
定された合法的な境界線を尊重しなければならない。…フォーラムが開設
された目的に照らして、言論の区別が合理的でない場合には、政府は言論
を観点に基づいて排除できない」。（685）

要するに、限定的フォーラムにおける言論の自由への制限は「合理的で観

点に中立的でなければならない」（66）。そこで、多数意見は、大学施設にお

いてさまざま学生団体が等しく扱われているのか（アクセスの平等）につ

いて、①合理性、②観点の中立性から検討した。

①合理性について

　多 数 意 見 は、 大 学 院 の 決 定 を 尊 重 し、 全 員 加 入 指 針 を 合 理 的

（reasonable）だと判示した。

「オープン・アクセス指針（open─access policy）は『公認学生団体に認め
られた指導者資格、教育的・社会的な機会について、すべての学生が利用
可能であることを保障している』。大学院が特定の属性・地位（status）や
信条をもつ学生にだけ授業を行うことを教員に許していないように、大学
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院は『教育体験が促進されるのは、学生団体フォーラムの参加団体すべて
が学生全員に等しくアクセスを認める場合』だと判断できる」。（688）

具体的には、以下の点を考慮している。第一に、RSO 制度は、義務的な

学生活動費に基づく補助金支出に適合している。全員加入指針によって、

学生は自分たちを拒否した団体へ補助金を支出することを強制されないこ

とが保障されている。第二に、性別など属性・地位（status）に基づく差

別と信条（＝言論）に基づく区別を大学が判断するのは難しい。しかし、

大学院の全員加入指針は、差別禁止指針をより容易に実施する方法になっ

ている。第三に、指針は多様な学生を結びつけるという教育目的を促進す

ることによって、「学生間の寛容、協働、学び合うことを奨励する」とい

う考えを表している（67）。第四に、大学の指針は州法の差別禁止規定を組

み込むことで、州民が認めていない行為を、公金支出や利益付与によって

支援したくないという大学院の判断を表している。公立大学は憲法に違反

しない限りで、学校教育の施策を通して、州法が定める目的を推進するこ

とができる（68）。

②観点の中立性について

　多数意見は、指針がすべての学生団体に適用されるという意味で観点に

基づく差別はないと説示した。

「すべての学生団体に新規加入希望者を受け入れることを求めること以上
に、観点に中立的な指針を考えるのは難しい。…（三つの先例と違って）本
件の全員加入要件は団体のメッセージや考えに基づいて団体を区別してい
ない。これらは典型的な観点に中立的な規定だ」。（694）

　大学の指針が中立的に適用されたとしても、CLS が特に問題としてい

たのは、その効果である。CLS によると、指針は「体系的で明らかな方

法で、キャンパスの主流から外れるような考え方をもつ団体に対して、き

わめて重い負担を課している」。しかし、多数意見は、「表現内容と無関係
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な目的の規制は、一定範囲の発話者やメッセージに偶発的・付随的な効果

を及ぼすような場合でも、中立的だ」として簡単に退けた。指針が CLS

のような宗教的信条に基づく学生団体に影響を及ぼしたとしても、それは

「偶発的・付随的な効果」にすぎないとした（69）。

　結局、多数意見は、限定的パブリック・フォーラムの審査において「大

学のオープン・アクセス条件（open─access condition）は合理的で観点に中

立的であるから、CLS の言論とアソシエーションの自由に基づく主張に

は理由がない」と結論付けたのである（70）。

3 ．スティーブンス裁判官の同意意見

　スティーヴンス裁判官は、多数意見が直接には触れなかった問題に言及

した。大学の差別禁止指針（Nondiscrimination Policy）が修正第一条を侵

害するのかどうかである。スティーヴンス裁判官によると、差別禁止指針

は中立的な行為規制であり、観点に基づく言論規制ではない。思想上の動

機と無関係に、宗教的差別を禁止し、中立的に適用されている。

「差別禁止指針は内容と観点に中立的である。学生団体の言論の実体につい
て、大学管理者の判断を反映していない。また、団体の信条に基づいて団
体を選別排除しているわけでもない。実際に大学の指針は表現や思想をま
ったく制限していない。指針は団体の思想というよりも活動に向けられて
いる。…たしかに最終的に指針は宗教団体に大きな影響力をもつかもしれ
ない。…しかし、宗教団体の権利を害することを目的としたり、実際に宗
教団体の活動に重大な被害を及ぼしたという証拠はない」。（699─700）

　さらに、スティーヴンス裁判官は公立大学と伝統的パブリック・フォー

ラムとの違いを強調し、RSO 制度を限定的パブリック・フォーラムとし

て大学が管理運営することを正当化した（71）。

「RSO 制度は限定的フォーラムだと留意しておくことが重要だ。所有者は
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限定的フォーラムの境界線を画定できる。宗教的あるいは世俗的な団体が
公共的な環境で活動する場合には…その会員資格やメッセージをコントロ
ールする自由を許されなければならない。政府がすべてのキリスト教団体
に『イエスは単なる人間だった』と考えている者を認めるように要求すれ
ば、深刻な憲法問題が生じる。しかし、訴訟を提起した CLS 支部はただの
キリスト教団体であることを希望しているわけではない。この団体は公認
された学生団体であることを希望している。…『学生にとって、キャンパス
は世界そのもの』かもしれないが、それはキャンパスが公共の広場と同じ
ことを意味するわけではない」。「実際に、キャンパスは多くの点で公共の
広場とは別の世界である。その他のすべての団体と同じように、宗教的団
体も学問的なコミュニティに入るならば、一定の行為規範に従わなければ
ならない」。（701─702）

　スティーヴンス裁判官によると、公立大学には「民主社会における特徴

的な役割」がある。その役割ゆえに、公立大学は資源をどのように分配す

るのかについて価値判断を行なっている。RSO 制度もその一つであり、

裁判所は大学の判断を尊重しなければならない（702）。

「RSO のフォーラムは、大学が一定の利益を与えて、一定の教育目的を追
求するための制度である。大学は RSO 制度を確立するために、裁量を行使
し、すべての参加者を公平に扱わなければならない。しかし、大学は中立
的である必要はない。実際上、RSO 制度の目的や、この目的を促進するた
めにもっとも適したルールについて判断する場合には、大学は中立的では
ありえない。これらは法ではなく政策の問題だ。連邦最高裁ではなく、大
学が判断すべきである。ある団体が規則に従わないような場合には、RSO
の開設者は、この制度とその価値を侵食するという代償を払ってまで団体
を承認する必要はない」。（702）

キャンパスには、CLS の他にも、「ユダヤ人、黒人、女性を排除したり軽

視したりする団体」がある。「自由な社会はこのような団体にも寛容でな

ければならないが、しかし、財政を支援したり、公式に承認したり、大学

施設へアクセスを平等に認める必要はない」（703）。



93合衆国憲法における「アソシエーション」と言論条項

4 ．ケネディ裁判官の同意意見

　ケネディ裁判官は、主として教育的効果から差別禁止指針を正当化し

た。特に強調したのは、大学院は指針を具体化して、中立的に適用してい

ること、自分たちと異なる利益や意見をもつ学生相互の交流を勧めること

に、大学（＝大学院）には正当な利益があることである。

「これら大学院の教育目的をよりよく達成できるのは、社交的で知的な相互
交流を通して、学生が互いに学び合い、教え合うために協力して活動でき
る場合である。学生が対立する意見から自分たちを遮断するような場合に
は活力ある対話はありえない」。（705）

つまり、ケネディ裁判官によると、全員加入指針は RSO が同質的な団体

に偏らず、多様性を維持することによって、結果的に大学院の教育効果を

高めているのである（72）。

5 ．アリート裁判官の反対意見

　アリート裁判官の反対意見は多数意見と同じ判断枠組みをとりながら、

パブリック・フォーラム論をどのように適用するのかについて見解が分か

れたといえる。

「私たちの自由な言論の法理の最も大事な部分は、『私たちが嫌う考え』を
表現する自由も保護している点である。判決はまったく異なる原理によっ
ている。つまり、私たちの国の高等教育機関では、政治的正しさについて
優勢な基準に違反する表現のために自由はないというのである」。（706）

　アリート裁判官の反論は多岐にわたるが、多数意見との大きな相違点

は、①「全員加入指針が中立的に適用されているか」という事実の理解に

関する問題と、②差別禁止と全員加入という行為規制において「観点の中

立性」が何を意味するのかという解釈に関する問題に要約できる。

　まず、①事実の理解について、全員加入指針が大学により実施された本
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来の指針ではないこと、大学は CLS を選別して差別禁止指針を実施して

いることをアリート裁判官は指摘した。

　また、RSO の資格を否定することが CLS に事実上どう影響するのかに

ついても、多数意見の理解を批判した。アリート裁判官は、大学において

情報発信の手段を失うこと、また RSO 資格を失うことは、CLS から教室

を含めて大学の物理的施設へのアクセスを奪うことに等しいという。「大

学生にとって、キャンパスは世界そのもの」であり、そのような物理的な

排除の影響は実際にはかなり大きい（73）。

　このように、アリート裁判官は、学生の「アソシエーションの権利」を

強調したが、具体的な判断枠組みについては、多数意見と同じだったと思

われる。つまり、アリート裁判官も、限定的パブリック・フォーラム論に

依拠している。フォーラムにおける合理性と観点の中立性の審査枠組みに

ついては、多数意見に反論していない（74）。

　次に、②具体的な解釈の問題について、多数意見と異なるのは「観点の

中立性」の捉え方である。アリート裁判官によると、差別禁止指針を宗教

的団体に適用する場合には、指針は観点に基づくものとなる。指針は団体

が宗教的信条に基づいて構成員を決定することを制限している。このこと

は修正第一条を侵害するおそれがある。宗教的信条を共有していない者を

加入させるように宗教的団体を義務付けることは「団体が意見を伝達する

権利を妨げる」からである（75）。

　非宗教的団体は宗教的差別を受けない。宗教的信条に関係なく加入者を

認めても、団体の信条を表現する権利が侵害されるわけではない（76）。し

かし、CLS（宗教的団体）にとっては、指針は修正第一条の権利を侵害す

る。アリート裁判官によると、指針は学生団体を均一化することで、大学

の団体登録制度が目指している多様な学生団体間の対話の機会を抑圧して

いる。

　また、アリート裁判官の理解では、指針は CLS 以外の学生団体に中立

的に適用されているわけではない。全員加入指針を観点に中立的だとはい
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えない。たしかに大学院の全員加入指針は外観上、宗教的団体を非宗教的

団体と等しく中立的に扱っているが、しかしアリート裁判官は CLS が主

張している「選択的な実施」については検討すべきだという（77）。大学は

指針を選択的に適用した。つまり、非宗教的団体（Hastings Democratic 

Caucus など）には、会員と指導者を団体の考え方に賛同している者に限

定することを認めたが、宗教的団体（CLS）にはそのような選択の自由を

否定した。アリート裁判官によると、大学院の全員加入指針とその外見上

の中立的な適用は、CLS の登録申請を違法に否定し、大学施設への平等

なアクセスを拒否するための口実である（78）。

　以上のように、アリート裁判官も限定的フォーラムの規制について合理

性と観点の中立性を審査したが、指針が CLS に平等なアクセスを認めて

いるかどうかの具体的な判断について、多数意見を批判したのである。

Ⅲ．Martinez 判決とアソシエーションの権利

1 ．言論とアソシエーションの統合

　Martinez 判決について、多くの論者は多数意見がアソシエーションを

言論の自由に統合したことを根本的な間違いだったと指摘している。多数

意見は CLS の主張を一つにまとめることによって、表現的アソシエーシ

ョンの厳格な審査を回避し、限定的フォーラム論の合理性審査を行っ

た（79）。しかし、この二つの権利の統合は慎重に検討すべきであろう。

　そもそも、人は一人でも発言できるという点で、言論の自由は個人の権

利である。人間関係をつくることは必ずしも必要ではない。それに対し

て、集会・アソシエーションの権利は常に人間関係のなかで考えなければ

ならない（80）。「人は一人でも発言できるが、一人で集会できない」（81）。

　一連の判例と同じように、多数意見もアソシエーションを言論条項に基

礎付けて、CLS の主張を「言論」に統合した。「表現的アソシエーション

と言論の自由は融合する。団体の代わりに誰が発言しても、どんな考えを
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伝えるのかを特徴付けている」（82）。多数意見の論理では、二つの主張を

別々に扱うことに意味はなく、統一的に審査すべきである（83）。アソシエ

ーションが憲法問題になるのは、意見を表出する権利を妨げられるような

場合である。前述のように、最終的に個人の言論に結びつかない団体の活

動は保護されないだろう（84）。

　同意意見（ケネディ裁判官）と反対意見（アリート裁判官）も、アソシエ

ーションではなく、言論の視点から検討したことに変わりはない。ケネデ

イ裁判官はアソシエーションの目的を、「学生間の相互関係を促進し、学

生たちが新しい考えに触れ、利益や才能を発展させること、また自己意識

を育むことを可能にすること」だと説示した（85）。つまり、アソシエーシ

ョンは、人々が価値を共有し、友好関係を深めるというよりも、自己実現

のために異なる意見をもつ人々の対話を促進するために存在している。

　アリート裁判官は、学生たちがキャンパスへ実質的にアクセスできなく

なることの不利益を指摘し、アソシエーションの価値を擁護したが、それ

も言論からの議論である（86）。CLS は入会資格によって団体の範囲を画定

し、その方針を表現しているので、「差別禁止要件を課すことは団体の意

見を表現する権利に対する干渉」になるという。彼は先例を引用し、言論

の自由の問題について「裁判所は独立して判断すべきであり」、大学管理

者の判断を尊重する理由はないと多数意見を批判した（87）。

　いずれの裁判官たちの意見も言論を基底としたアプローチだが、CLS

の主張には、宗教的な信条を共有し、価値観を再確認しながら、ともに礼

拝する場所を確保することなどの利益も含まれていた。CLS に課せられ

た負担は、言論に対してというよりも、団体を運営するための内部事項の

決定権に対する制限だったといえる。公立大学における学生団体への支

援・補助のあり方が問われている。具体的には、大学が CLS の申請を拒

否した効果として、CLS は学生基金、大学名の使用、キャンパス内の情

報通信手段へのアクセス、大学施設の利用などさまざまな利益を失ってい

る。これら問題について、アソシエーションの権利から再構成する必要が



97合衆国憲法における「アソシエーション」と言論条項

あるだろう。

2 ．アソシエーションと自律原理

　アソシエーションの視点では、差別禁止指針は宗教的団体がアイデンテ

ィティを定義する権利への干渉になりうる。大学が学生団体の内部事項に

直接干渉すれば、学生はアソシエーションの権利を主張できることは間違

いない（88）。ただ、本件では大学は直接的な強制ではなく、利益給付や活

動支援の条件として差別禁止指針の遵守を求めただけである。CLS は

RSO 制度で承認を求めなければ、自分たちの内部規則を保持できた。つ

まり、利益の給付に際して、憲法上の権利を制限する条件を課す大学の権

限をどう審査すべきか、より根本的には、民主社会における自律的なアソ

シエーションと政府の適切な関係が問われたといえる。

　アソシエーションの価値が自己統治にあると解すれば（89）、集会とアソ

シエーションは、一時的か持続的かの違いはあっても、市民が意見を交換

し、「共通善を協議する」ために集まる媒体である（90）。ただ、その価値や

機能は「言論」や「協議」だけで考えるべきではない。アソシエーション

は市民が政治的・社会的・文化的な価値を共有・形成するための構造を提

供し、多元的な社会を維持する上で重要である。このプロセスは「言論」

だけではなく、より広く捉えるべきである（91）。前述のように、公共的な

示威活動やロビー活動だけでなく、地域社会での奉仕活動など直接的には

言論と関係ない要素も保護されるべきであろう（92）。

　また、自己統治の点では、アソシエーションは政府からの自律が保障さ

れなければならない。政府から干渉されずに、市民は価値観を形成し、意

見を発展させ、情報を発信すること、また政府へ抗議・示威や請願などの

活動が保障されなければならない。この自律は政府からの支援・承認と緊

張関係にある。政府から支援されたアソシエーションがどのような意味で

自律を保持できるのかは問題になる。どのような公的な支援・助成の制度

にも一定のルールが伴う。大学には「差別的な団体」を支援する義務はな
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く、条件を付けて一定の学生団体を選別できるだろう（大学の法学教育に

貢献する目的を掲げる団体など）。しかし、大学が学生団体の会員資格、活

動、目的を管理すれば、学生団体の自律は失われる。

　言論の自由の法理によれば、一定の場合（政府がパブリック・フォーラム

を開設する場合など）には、公立大学（政府）は学生の言論活動を支援する

義務を負うと解される（93）。ただ、言論と違って、アソシエーションは内

部構造をもつ持続的な組織である。持続性と組織化が特徴だといえる（94）。

しかし、この特徴によって、政府の支援はリスクにもなる。公的な支援・

補助制度を通して、公権力との長期的な関係（監視や規制、助成の申請の反

復）が続けば、団体はアソシエーションの自律を失うおそれがあるだろ

う。そのような意味では、長期の公的支援や基金に依存する団体の修正第

一条の権利には矛盾があるといえよう（95）。

3 ．アソシエーションと自己統治

　本件では、多数意見も個別意見もアソシエーションを自己統治と合意形

成の手段だと理解している（96）。

「全員加入指針によって、大学院は学生間の寛容、協力関係、学びを促進す
るという意見を支持するのは合理的である。指針は多様な背景や信条をも
つ個人をまとめている」。（at 689）

多数意見は学生間の対話や協働活動が重要だと認めたが、しかし、学生団

体を独自の目的をもって活動する実体だと捉えたわけではない。大学は教

育目的によって学生団体を選別し、管理できると考えている。

「大学院は、学生団体の多様性を広く認めることによって、大学の教育目的
を進めている。しかし、その教育目的をよりよく実現できるのは、社交的
で知的なつながりのなかで学生らが交流し、相互に協力して学びあえる場
合である。学生たちが自分たちと対立する考えを遮るような場合には、活
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力ある対話はありえない」。（at 705）

「私たちの国は…寛容、協働、学び合い、紛争の友好的な解決に価値をおい
ている。しかし、私たちは、修正第一条の権利を弱めるのではなく、市民
的な平和に貢献し、民主的な合意形成を促進するような『確信的な多元主
義』（confident pluralism）によって、この目的を達成しようとしているの
である」。（at 734）

裁判官たちは多種多様な学生団体が独自の価値をもって活動しているとは

必ずしも考えていない点で問題であろう（97）。ケネディ裁判官にとって、

排他的な団体は知性の衰退であり、大切なのは団体による交流を通して民

主政治に貢献できる環境である（98）。多数意見も少数意見も、「活力ある対

話」や「民主的な合意形成」という言論の価値によって、アソシエーショ

ンを評価したといえる。

4 ．公共財産の所有者としての大学と言論助成

　多数意見はアソシエーションの自律性を過小評価し、他方で公立大学

（政府）の財産所有者としての役割を指摘していた（at 683）。多数意見に

よると、公立大学は規制者ではなく、公共財産の所有者である。所有者は

財産を排他的に所有・管理し、「望ましくない発話者」を排除できる（99）。

しかし、パブリック・フォーラム論において、所有者という役割と言論助

成制度が結びつく場合には、団体にとって深刻な問題を生じる。多数意見

の論理では、限定的パブリック・フォーラムにおいて大学が学生団体を支

援すれば、学生団体の活動は大学の「言論」とみなされる。学生団体は独

自の目的をもつ「私人の組織」ではなく、州政府が支援する「政府の機

関」である。この言論助成論によると、大学は州法の差別禁止規定を大学

指針によって実施しているにすぎない。従って、州民が差別だと判断した

行為に対して、大学が公金の使用を禁止することも許される（100）。

　しかし、この論理は従来のフォーラム論と矛盾していると思われる。先
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例によると、大学が学生の言論のためにフォーラムを開いたときには、そ

の言論は私人の言論であり、大学（政府）の言論ではない（101）。大学は学

生の表現活動を調整するが、大学のメッセージを発信するために学生団体

を利用しているわけではない（102）。多数意見のように、大学内の学生団体

の活動はすべて「政府の言論」になると解すると、大学は学生団体を内部

組織として包摂してしまう。公共財産へのアクセスを管理する権力は、集

会・アソシエーションの権利を奪う権力になる（103）。

　多数意見の理解では、CLS は RSO 制度の承認を大学に求めなければ、

誰に対しても自由に入会を制限できたにもかかわらず、大学の承認（＝言

論助成）を求めたことが要点になっていた。しかし、ここにも「公金の支

出」としての承認と「権利の保障」としての承認について混同があるとい

える（104）。CLS は RSO 制度で承認されること（限定的フォーラムへの参入許

可）によって、政府の支援や補助を求めたというよりも、修正第一条によ

る権利保障を求めていたと解される。たしかに限定的フォーラムにおいて

大学は条件を付けて RSO 制度への参加者を選択できるだろうが、学生団

体の活動には中立的でなければならない。CLS は RSO 制度におけるアソ

シエーションの権利の承認を求めていたと解される。

　RSO 制度を通じた学生基金など「公金の使い方」も同じである。公的

な助成措置によって学生団体の活動が「政府の言論」や「政府の行為」に

転換されるわけではない。公立大学は、大学施設や学生基金の利用など一

般的な資源配分について学生を差別できないと考えられる（105）。

5 ．パブリック・フォーラムとアソシエーション

　政府が所有する公共財産において言論の自由がどこまで保護されるのか

は、これまでもパブリック・フォーラムの法理により判断されてきた（106）。

前述のように、多数意見は「限定的パブリック・フォーラム」の言論規制

として本件を審理している（107）。ただ、多数意見が論じなかったのは、公

共空間と集会・アソシエーションの関係である。集会・アソシエーション
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は公共空間との結びつきが強いことから、定義上その権利には市民が「公

共財産にアクセスする権利」が含まれていなければならない。規制の許否

や程度についてはより慎重に判断すべきだろう（108）。

　そもそも判例の「パブリック・フォーラム」論は必ずしも一貫していな

い面がある。これまで連邦最高裁は、「伝統的」（traditional）（109）、「指定

的」（designated）（110）、「限 定 的」（limited）（111）、「非 パ ブ リ ッ ク」（non─

public）（112）という特徴で三つから四つのフォーラムを類型化してきたが、

その解釈は必ずしも明確ではない（113）。本件の限定的フォーラムについて

は、言論活動に開かれているが、人や主題を限定するなどの一定の制約が

ある点が特徴である（114）。伝統的フォーラムや指定的フォーラムでは、政

府自身が発言することや私人の言論を制限することは禁止されている（115）。

それに対して、限定的フォーラムでは合理的で観点に中立的な規制は許さ

れている（116）。

　本件では、これらフォーラム論をどのように解釈・適用するのかが問題

になるだろう（117）。直近の Pleasant Grove City v. Summum 判決（2009）

では、連邦最高裁は三つのフォーラムを定義している（118）。「伝統的」と

「指定的」フォーラムのほかに、「保護の程度が低い」第三の類型を列挙

し、これを「一定の団体もしくは一定の主題の議論のために限定されたフ

ォーラム」だと説明した（119）。つまり、連邦最高裁は「非パブリック・フ

ォーラム」に代えて、限定的フォーラムと非フォーラムを「保護の程度が

低い」第三類型だとみなすことがある。これは、フォーラム論の変化を示

唆している。参加者や主題に対する制限があるフォーラムから、政府が目

的に即して言論をより広範に規制できるフォーラムへ変えたことになる。

　本件でも、「伝統的」、「指定的」、「限定的」の三類型が列挙され、限定

的フォーラムが保障の程度の低い類型に位置付けられている（120）。つまり、

この限定的フォーラムは「非パブリック・フォーラム」に近い類型だとい

える。この解釈では、限定的フォーラムの規制は、観点に中立である限り

（内容に基づく差別がない限り）合理性審査の対象にしかならない（121）。
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　結局、多数意見の論理では、RSO 制度（限定的フォーラム）では「学生

団体は言論とアソシエーションの権利を行使できる」が、学生団体は公立

大学（州政府）の目的のために活動する組織である。従って、このフォー

ラムでは、団体は大学の教育目的に合致すればフォーラムに参加できる

が、大学は正当な教育目的に則して学生団体を管理できるのである。

6 ．観点の中立性、属性 /信条の二分論

1）観点の中立性

　多数意見が最も関心を向けていたのは、実は「個人の平等」だったと思

われる。限定的フォーラムの合理性を論じたとき、次のように説示してい

る。

「CLS の間違いは排除しようとしている人の利益を無視して、自分たちが
放棄しなければならない利益を強調したことである。結局、排除には両面
がある。排除したい団体と平等なアクセスを求める学生の板挟みにあって、
大学はすべての団体に自由に表現させるが、加入資格で差別させないため
に合理的な制限を設けることができるのである」。（561 U.S. at 694）

多数意見の問題関心は、個人が団体から排除されないことの保障である。

文化的・宗教的な団体の社会的コンテクストの多様性を無視するとして

も、団体に加入したい学生の意思を尊重することである（122）。たしかに、

大学が指針をすべての学生団体に平等に適用していること、また登録制度

の目的が「寛容・協力・学び」の促進だという大学の主張を肯定すれば、

指針を正当化できるだろう。しかし、このことは「言論」のためのフォー

ラムを開設しながら、「アソシエーション」の権利を保護しないことを意

味している。つまり、一方で学生団体が宗教的・政治的なアイデンティテ

ィをもつことを保障しながら、他方ではそのアイデンティティに基づいて

会員や指導者を自由に選択できないというのは矛盾だといえる（123）。

　このような団体の内部事項への干渉は言論の審査だけでは解決できない
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と思われる。多数意見は、すべての学生を交換可能な平等な存在だと捉え

たが、信条・思想を共有することによって成立する団体にとって、構成員

を選別する権利（表現的アソシエーションの権利）は、指針が観点に中立的

であっても、侵害されることがある（124）。結局、多数意見は指針の合理性

と中立性を肯定するために、表現的アソシエーションの審理を避けたので

はないかと思われる。

2 ）属性と信条の二分論

　多数意見は結論を補強する要因（大学の所有者としての役割や助成制度な

ど）を論じたが、なかでも社会的な属性（status）と信条（belief）の二分

論は表現的アソシエーションの権利を考える上で重要だったと思われ

る（125）。Martinez 判決以前には、連邦最高裁は個人の不変的特徴（社会的

な地位や属性）と信条を区別していたが、多数意見はこれを解消したので

ある。

　従来の二分論によれば、団体は人種や性別（不変的特徴）を根拠に会員

資格を制限できないが、団体の考え方に合わない者の入会を拒否できる。

連邦最高裁は不変的特徴と信条（言論）を区別することで、人種や性別に

よる差別を団体に禁止しながら、団体には思想・信条を基準に人間関係を

形成する自由を認めてきた（126）。言い換えると、属性と信条を分けること

で、表現的アソシエーションは団体の境界線を管理し、アイデンティティ

を自由に形成できたのである（127）。

　しかし、多数意見は Lawrence v. Texas（2003）を引用し、二分論を解

消した。性的指向に起因する性的行為を基準にして人を選別することは、

性的指向に基づく地位（属性）の差別に等しいと説示した（128）。

「同性間の性行為を州法により違法にする場合には、そのような宣言それだ
けで同性愛の人々を差別の対象とする契機になる」。（561 U.S. 661, 689, 
quoting Lawrence, 589 U.S. at 575.）

多数意見は「信条」の表出である「行為」を「不変的属性」の一部に転換
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したのである。従って、同性間の性行為に対する差別は、人々の属性とし

ての同性愛者に対する差別になる。同性間の性行為を行う人を宗教的団体

の会員資格から除外することは、同性愛の性的指向をもつ人を拒否するこ

とに等しい（129）。

　多数意見は、不変的属性と信条を分けることを大学に求めるのは、大学

にとって大きな負担になると説示した。「学生団体が禁止される不変的属

性による排除を信条に基づく外見で隠していないか」を、大学が判断しな

ければならないからである（561 U.S. at 688）。ただ、不変的属性による差

別と信条による差別を識別することの難しさについて、これまで連邦最高

裁は特に問題にせず、二分論で判断してきた（130）。当事者の判断を尊重し

てきたのである（131）。

　不変的特徴と信条の二分論は、不変的特徴に基づく差別を禁止しなが

ら、思想・信条によるアソシエーションの活動を保護するための工夫であ

る。先例では、この二分論によって思想、信条、宗教などによる人々の多

様性を維持しようとしてきた。これを解消することは、個人の思想、価値

観、生活スタイルなど多様性を損なうことになるだろう。多数意見は、平

等と比べて、アソシエーションが実現する社会の多様性を重要だとは考え

なかったのである。

むすびにかえて

　以上、主に Martinez 判決について検討した。いくつか気づいた点を簡

潔にまとめてむすびにかえたい。

1 ）アソシエーションの領域

　Martinez 判決の最も重要な問題は、学生団体の自律的な活動を「政府

の言論」または「政府の行為」に変えたことだと思われる。多数意見の論

理では、学生団体は独自の目的をもち、政府から独立して活動する自律的

な存在として認められない。
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　アソシエーションの権利とともに削除されたのは国家と個人の間にある

「生活世界」だといえる（132）。これは人々のコミュニケーションを可能にす

る伝統・文化・言葉、共有された理解・価値・規範を形成する社会的領域

である。家族、宗教、市民的団体、学校、クラブなど多種多様な人間関係

がここに含まれる。アソシエーションを再評価するには、根本的には、公

私の間の社会的領域の政治理論を再検討すべきだと思われる。

2 ）修正第一条の再統合

　解釈の問題として、「アソシエーション」概念の見直しが必要である。

学説には、「集会」の要素を「言論」と「アソシエーション」の自由に組

み込むことで、団体の自律を適切に保護できるという見解がある。基本的

には、「表現的アソシエーション」を精緻化し、保障の充実を図るという

アプローチである（133）。この考えは有力だが、まずは言論条項の見直しが

必要だろう。なぜ、どのようにして出版、集会、請願が言論に従属するよ

うになったのかを検証し、架空の「表現の自由」の構成要素をより相助的

で協働的に作用するように再統合できるのかが問われる。

　ただ、Martinez 判決にみるように、団体の活動や内部事項が「表現」

と直接的に結びつかない場合に十分に保障できるのかは疑わしい。公共的

でも表現的でもないアソシエーションの自由をいかに再発見できるのかが

問題になる。人々がともに集まって会話すること、相談し、助け合うこ

と、礼拝すること、寝食をともにして交友関係を深めることも、トクヴィ

ル的アソシエーションの要素であろう。

3 ）多元的権利保障

　もともと合衆国憲法は多元的な権利保障の仕組みを採用している。この

憲法が保障する権利は二世紀以上の法的・政治的実践の産物である。個別

に切り離しては理解できない。相互に影響しながら、重なり合い、ときに

矛盾することもある多元的な保障体系だと考えられる。修正第一条におけ

る宗教と言論の自由だけでなく、修正第十四条（平等保護とデュープロセ

ス）と修正第一条など、複数の権利条項を組み合わせて、その保障（法的
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救済）を強化してきた歴史がある（134）。アソシエーションの権利について

も、このような歴史の検証を踏まえ、権利保障の全体構造のなかで捉え直

すべきだと思われる。
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